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（１）【農林水産省】経営継続補助金 

内容 

 新型コロナウイルス感染症の影響を克服するため、感染拡大防

止対策を行いつつ、販路の回復・開拓、生産・販売方法の確立・転

換などの経営継続に向けた農林漁業者の取組を支援します。 

① 補助上限額 単独申請…１５０万円 

共同申請…１，５００万円 

② 補助の対象となる経費 

ア 経営継続に関する取組に要する経費 

   補助率：３／４  補助上限額：１００万円 

   ※経費の１／６以上を「人との接触機会を減らす生産・販

売への転換に要する経費」または「感染時の業務継続体制

の構築に要する経費」に充てる必要があります。 

  （接触機会を減らす省力化機械の例） 

   農薬散布用ドローン、野菜苗移植機 等 

イ 感染拡大防止の取組に要する経費※ 

   補助率：定額   補助上限額：５０万円 

   ※アの経営継続に関する取組を実施する場合のみ可能 

  （経費の例） 

   マスク、消毒、清掃、換気、その他衛生管理費用 

・令和２年５月１４日以降に発生し、事業期間中（原則、令和２

年１２月末まで）に支払が完了する経費 

・証拠資料等によって支払金額が確認できる経費 

※詳細は、農林水産省ウェブサイト内「経営継続補助金」のペ

ージをご覧ください。 

対象 

農林漁業者（個人・法人） 

※従業員が２０人以下 

※支援機関（農協・森林組合・漁協など）の支援を受けることが

必要です。 

※一次募集で不採択となった方についても、計画内容の見直しが

必要とされますが引き続き二次募集での申請が可能です。 
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必要なもの 

① ２０１９年分の確定申告書類等の写し 

  ・個人の場合 

２０１９年分の確定申告書第一表、第二表の控え（税務署受付

印のあるもの）または所得税青色申告決算書（１～４面）また

は収支内訳書（１，２面）のいずれか、または税務署が発行す

る納税証明書（その２所得金額用） 

・法人の場合 

直近の貸借対照表及び損益計算書（損益計算書がない場合は、

確定申告書（別表１（税務署受付印のある用紙）及び別表４（所

得の簡易計算）） 

② 見積書等の事業実施内容がわかるもの  他 

申請 

受付期間 

令和２年１０月１９日（月）～令和２年１１月６日（金） 

※支援機関がＪＡとなる方は、ＪＡにお問い合わせ下さい。 

問い合わせ 

産業経済課農業グループ 

０１４５－２７－２４１９（直通番号） 

とまこまい広域農業協同組合 厚真支所 

０１４５－２７－２６９４（直通番号） 

鵡川農業協同組合 金融部 営農相談課 

０１４５－４２－２６１９（直通番号） 

一般社団法人 全国農業会議所 経営継続補助金 事務局 

０３－６４４７－１２５３（コールセンター） 

 ※申請受付期間は、現在予定されている日程であり今後変更される場合があ

ります。 
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（２）【農林水産省】高収益作物次期作支援交付金 

内容 

 新型コロナウイルス感染症の発生により、売上げが減少する等

の影響を受けた高収益作物（野菜・花き・果樹・茶）について、

次期作に前向きに取り組む生産者の皆さまを支援します。 

支援内容その１ 

【支援単価】① 基本単価 ５．５万円/１０ａ 

② 施設栽培※の花き ８０万円/１０ａ 

      ※加温装置（空調装置）又はかん水装置がある施設 

【対象品目】野菜・花き・果樹・茶 

【対象となる取組例】・生産・流通コスト削減の取組 

・種苗、肥料、農薬等の資材の購入 

・土壌改良資材の投入 等 

支援内容その２ 

 次期作に向けた次の①～③のいずれかの取組を行う場合に支援 

【支援単価】２．２万円/１０ａ（１取組あたり）※ 

※２．２万円/１０ａ×取組数（３取組（①②③全

て）で、最大６．６万円/１０ａ） 

【対象品目】野菜・花き・果樹・茶 

【対象となる取組】① 新たに直販等を行うためのホームページ

等の整備 

         ② 新品種・新技術の導入等に向けた取組 

         ③ 海外の残留農薬基準への対応又は有機農

業・ＧＡＰ等の取組 

支援内容その３ 

高品質なものを厳選して出荷する取組に対して、取組を行った

人数・日数に応じて支援 

【支援単価】２，２００円（１人・１日あたり） 

【対象品目】花き 

【対象となる取組】フラワーネット張りの調整、芽かき・摘花・

整枝、冷蔵貯蔵等による出荷調整 等 

※詳細は、農林水産省ウェブサイト内「高収益作物次期作支

援交付金」のページをご覧ください。 
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対象 

令和２年２月から４月の間に野菜、花き、果樹、茶について、出

荷実績がある又は廃棄等により出荷できなかった生産者 

※５月以降に出荷を開始した場合の支援対象については、今後の

公募の際に示されます。 

※対象となる高収益作物は、道と国の協議により追加される場合

があります。 

必要なもの 

① ２月から４月の出荷実績が確認できるもの（出荷伝票等） 

② 次期作の対象取組実績※が確認できるもの（資材の購入伝票等） 

  ※令和２年４月３０日から令和３年３月３１日までのもの 

③ 花きの厳選出荷の取組については作業日誌等の作業内容がわ

かるもの 

申請 

受付期間 

１次締切：令和２年７月１３日（終了） 

２次締切：令和２年７月３１日（終了） 

３次締切：未定※ 

※今後の公募の際に示されます。 

問い合わせ 

産業経済課農業グループ（厚真町農業再生協議会事務局） 

０１４５－２７－２４１９（直通番号） 

北海道農政事務所 生産支援課 

０１１－３３０－８８０７（直通番号） 

※厚真町は中山間地域に該当しているため、支援内容その１の基本単価および

支援内容その２については、単価が１割加算されています。 
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（３）【経済産業省】持続化給付金 

内容 

 新型コロナウイルス感染症拡大により、特に大きな影響を受け

る事業者に対して、事業の継続を支え、再起の糧としていただく

ため、事業全般に広く使える給付金を支給します。 

① 給付額 法人…２００万円、個人事業者等…１００万円 

※ただし昨年1年間の売上からの減少分が上限。 

■売上減少分の計算方法 

 前年の総売上（事業収入）―（前年同月比▲５０％月の売上×

１２カ月） 

② 給付対象の要件 

ア ひと月の売上が前年同月比で５０％以上減少している減少

している事業者 

イ ２０１９年以前から事業収入（売上）を得ており、今後も

事業継続する意思がある事業者 

ウ 法人の場合は、資本金の額または出資の総額が１０億円未

満、もしくは常時使用する従業員の数が２，０００人以下

である事業者 

※２０１９年に創業した方や売上が一定期間に偏在している

法人などには特例があります。 

※一度給付を受けた方は、再度給付申請することができま 

せん。 

※電子申請を原則としますが、予約制の申請支援会場を全国

に順次設置されています。 

※詳細は、経済産業省ウェブサイト内「持続化給付金」のペ

ージをご覧ください。 

対象 

資本金１０億円以上の大企業を除く、中堅・中小法人、個人事 

業者 

※医療法人、農業法人、個人農家、ＮＰＯ法人など、会社以外の

法人なども幅広く対象となります。 
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必要なもの 

① ２０１９年分の確定申告書第一表の控え（収受日付印が押して

あるもの）または、税務署が発行する納税証明書（その２所得

金額用） 

② 青色申告者は、所得税青色申告決算書（２枚）の控え 

③ 売上が減少している月の月間事業収入がわかるもの 

④ 申請者の口座通帳の写し 

⑤ 本人確認書類（運転免許証、個人番号カード等） 他 

申請 

受付期間 
令和２年５月１日（金）～令和３年１月１５日（金） 

問い合わせ 

産業経済課農業グループ 

０１４５－２７－２４１９（直通番号） 

とまこまい広域農業協同組合 厚真支所 

０１４５－２７－２６９４（直通番号） 

鵡川農業協同組合 金融部 営農相談課 

０１４５－４２－２６１９（直通番号） 

持続化給付金事業コールセンター   

０１２０－１１５－５７０（直通番号） 

０３－６８３１－０６１３（ IP電話専用回線） 
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（４）【経済産業省】家賃支援給付金 

内容 

 新型コロナウイルス感染症拡大により、特に大きな影響を受け

る事業者に対して、事業の継続を支え、再起の糧としていただく

ため、特に地代・家賃の負担軽減を目的に支給するものです。 

① 給付額 個人…上限３００万円、法人…上限６００万円 

「支払賃料（月額）※」を次の表に当てはめて算定した 

「給付額（月額）」の６ヶ月分 

※農地で年払いの場合は、１２で割った額 

 支払賃料 

（月額） 
給付額（月額） 

個人 

事業者 

37.5万円以下 支払賃料（月額）×2/3 

37.5万円 超 25万円＋（37.5万円の超過分×1/3） 

法人 
75万円以下 支払賃料（月額）×2/3 

75万円 超 50万円＋（75万円の超過分×1/3） 

※一度給付を受けた方は、再度給付申請することができま 

せん。 

※電子申請を原則としますが、予約制の申請支援会場が全国

に順次設置されています。 

※詳細は、経済産業省ウェブサイト内「家賃支援給付金」の

ページをご覧ください。 

対象 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、売上高が減少した

次のいずれにも該当する事業者 

① ２０１９年以前から事業収入（売上）を得ており、今後も事

業継続する意思がある事業者 

② ２０２０年５月～１２月の売上高が、次のいずれかに該当 

・ ひと月の売上が前年同月比で５０％以上減少している 

・ 連続する３ヶ月について前年の同じ期間に比べて３０％以

上減少している 

③ 資本金１０億円以上の大企業を除く、中堅・中小法人、個人

事業者 

※農事組合法人など、会社以外の法人も広く対象となります。 
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必要なもの 

① 賃貸借契約書の写し 

② ２０１９年分の確定申告書第一表の控え（収受日付印が押して

あるもの）または、税務署が発行する納税証明書（その２所得

金額用） 

③ 青色申告者は、所得税青色申告決算書（２枚）の控え 

④ 売上が減少している月の月間事業収入がわかるもの 

⑤ 申請者の口座通帳の写し 

⑥ 本人確認書類（運転免許証、個人番号カード等） 他 

申請 

受付期間 
令和２年７月１４日（火）～令和３年１月１５日（金） 

問い合わせ 

産業経済課農業グループ 

０１４５－２７－２４１９（直通番号） 

とまこまい広域農業協同組合 厚真支所 

０１４５－２７－２６９４（直通番号） 

鵡川農業協同組合 金融部 営農相談課 

０１４５－４２－２６１９（直通番号） 

家賃支援給付金コールセンター   

０１２０－６５３－９３０（直通番号） 
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（５）【北海道】経営持続化臨時特別支援金 

内容 

 道では、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、「新北

海道スタイル」安心宣言の取組を実践するとともに、事業継続に

取り組んでいただいている事業者の皆さまをご支援するため、支

援金を支給します。 

① 支給額 ５万円 

※一度給付を受けた方は、再度給付申請することができま 

せん。 

※郵送申請（書留等に限る）および電子申請のいずれも可能

です。 

※詳細は、北海道経済局ウェブサイト内「経営持続化臨時特

別支援金」のページをご覧ください。 

対象 

道の休業要請等の対象外であって、長期間の外出自粛や自主的な

休業等により、ひと月の売上が前年同月比で５０％以上減少し、

「国の持続化給付金」を受給する事業者 

※基本的に国の持続化給付金の対象者が対象となります。 

※令和２年１月から３月末までに開業し、持続化給付金の対象外

であって、道内に主たる事務所を有する事業者も対象となりま

す。 

必要なもの 

① 「新北海道スタイル」の取組内容がわかるもの（「新北海道ス

タイル」安心宣言の写し 等） 

② 国の持続化給付金の「給付通知書」の写し 

③ 業種・業態が確認できるもの（活動の様子がわかる写真 等） 

④ 申請者の口座通帳の写し 

⑤ 本人確認書類（運転免許証、個人番号カード等） 他 

※休業要請等の対象であって今回の道の休業要請（５月１６日～）

に協力した場合は別に必要な書類があります。 

申請 

受付期間 
令和２年５月２９日（金）～令和３年１月３１日（日） 
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問い合わせ 

産業経済課農業グループ 

０１４５－２７－２４１９（直通番号） 

とまこまい広域農業協同組合 厚真支所 

０１４５－２７－２６９４（直通番号） 

鵡川農業協同組合 金融部 営農相談課 

０１４５－４２－２６１９（直通番号） 

北海道 経営持続化臨時特別支援金お問い合わせセンター   

０１１－３５０－７２６２（直通番号） 
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（土曜・日曜・祝日・１２月３１日～１月５日は除く） 
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